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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、株主、取引先、社員などすべてのステークホルダーの期待に応え、企業価値の向上を図っていくために、コーポレート・ガバナンス体制の
充実を経営の重要課題のひとつと認識し、透明・公正かつ効率性の高い経営の実践に努めております。その一環として、当社は「監査等委員会設
置会社」の形態を選択し、社外取締役が過半数を占める監査等委員会を置くことにより、経営の監督機能を強化するとともに、業務執行権限の相
当な部分を取締役に権限委任することで、効率性と機動性の向上を図っております。

今後もより一層、経営の健全性・透明性を向上させるべく、コーポレート・ガバナンス体制の強化に努めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則について、すべて実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

（１）　政策保有に関する方針

当社は、取引先との長期的・安定的な取引関係の維持・強化のため、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資すると判断する場
合、取引先の株式を保有しております。

（２）　政策保有株式に係る検証の内容

当社は、取締役会で毎年、政策保有株式について個別銘柄毎に、保有による便益が資本コストに見合っているか、株式の保有が取引関係の維
持・強化に寄与しているか等を検証し、保有の妥当性が認められない株式については、株価や市場動向を勘案の上、適宜処分いたします。

2025年11月開催の当社取締役会における検証の結果、１銘柄を取得、４銘柄を売却し、その他については継続保有することを確認いたしました。

（３）　政策保有株式に係る議決権行使の基準

当社保有株式の議決権行使に当たっては、発行会社の財政状態や株主価値を毀損するような議案の有無等を総合的に判断した上で、議決権を
行使いたします。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

取締役およびその近親者と当社グル－プとの取引に関する調査を毎年実施し、関連当事者取引の有無を確認しております。

取締役が行う競業取引、利益相反取引および関連当事者取引は、取締役会の事前承認事項としております。

取引の内容や金額については、会社法および金融商品取引法に従い、適切に開示いたします。

【補充原則２－４①　中核人材の登用等における多様性の確保】

（１）　多様性の確保についての考え方

当社では、多様性、人格、個性を尊重し、いかなる差別も行わないことを企業行動憲章として定め、心理的安全性の確保と向上を図りながら、社
員一人ひとりが喜びと誇り、活力をもって働ける環境づくりに取り組んでおります。チームワークを土台にしながら、性別や国籍を問わず、また新卒
採用だけではなく、第２新卒採用や経験者採用などにより採用した多様な人材の登用を継続して行うことで、お互いが刺激し合い、共に成長し、会
社としての強みにつなげていきたいと考えております。また、障がい者採用にも注力し、障がいを有している方が自身の強みや持ち味を活かしな
がら、仕事に従事できる環境としくみを用意するように努めております。

（２）　人材育成方針

当社は、「経営目標の達成に必要な職務責任を遂行する社員の能力を養成すること」を目的に、本人・上司・会社が一体となって組織的・計画的に
育成カリキュラムを推進することで効果的な人材育成を実践しております。

育成カリキュラムは、日常業務の遂行を通じて育成を行う「現場主導の人材育成」を基本とし、人事部門が主催する資格・職位別の研修および財
務や語学などの目的別研修の受講により、成長課題の把握やキャリア形成に向けた動機付けを行うなど、経営目標の達成に必要な職務責任を
遂行するための能力を身につけるための様々なカリキュラムを整備し、充実に努めております。また社員本人が学びたいテーマを自由に選択し学
ぶことができるよう、通信教育やeラーニングのカリキュラムも用意し、自律的な学びの仕組みづくりを進めるとともにリスキリングを推進しておりま
す。

（３）　社内環境整備についての方針

当社は、健康経営の維持・向上をめざし、社員一人ひとりが個性を発揮でき働き甲斐のある職場環境の維持・向上に向けても取り組んでおりま
す。執務室の照明の明るさへの配慮、快適な執務スペースの確保等基本的な対策をはじめとし、フリーアドレスの導入やプライバシーが確保でき
る執務スペース、リフレッシュや会議等も兼ね備えた多目的フロアーを用意するなど、快適な環境で業務に取り組めるよう社内環境の整備を進め



ております。またテレワークや時差勤務制度を始め、短時間勤務や時間単位休暇の導入、エンゲージメントサーベイの実施など、多面的な取り組
みを進めることで、多様な社員が活き活きと働くことができる環境を整えていく方針です。

（４）　女性の活躍推進

当社は、ライフステージのイベントに関わらず、女性がキャリア形成を断念することなく活躍できる環境の整備を進めており、勤務地の限定や職掌
転換、旧姓使用などの諸制度を導入しております。また女性がより前向きに働き続けられるよう、育児・介護支援する制度やテレワークおよび時差
勤務制度など柔軟な働き方の提供にも取り組んでおります。さらに女性の管理職候補者に対しては、組織運営におけるマネジメントに必要となる
基礎知識を学ぶ研修を実施するなど、女性一人ひとりの意思を尊重し、ワークライフバランスの充実を図り、キャリア形成についても幅広く支援し
ております。

（５）　指標及び目標

女性管理職比率を指標としており、当社単体で2030年度までに15.0％の達成を目指しております。

中途採用者の管理職登用については、幅広い分野で技術や見識をもった人材を積極的に採用しており、引き続き現水準を維持してまいります。ま
た外国人の管理職登用については、国籍および中途・新卒採用の別を問わず、多様な人材の積極的な登用を進めていく方針です。

（６）　女性・中途採用者・外国人の管理職比率（実績）

当社単体における女性・中途採用・外国人の管理職比率（実績）は次の通りです

・女性管理職比率　　　　　 ： 2023年度　　7.9%　　2024年度　　7.7%　　2025年度　　10.3%

・中途採用者管理職比率　： 2023年度　 17.8%　　2024年度　 18.3%　 2025年度　　21.6%

・外国人管理職比率　　　　： 2023年度　 2.0%　 　2024年度　　 1.9%　　2025年度　　1.0%

なお海外子会社では管理職ポストの約９割で外国人人材を登用しております。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、確定給付型企業年金制度を採用しており、企業年金の積立金の管理・運用については外部の資産管理運用機関等に委託しております。
当社は、資産運用の基本方針を策定するとともに、企業年金運用を行う人事部が当該方針に従って運用機関に対し定期的に運用状況のモニタリ
ングを行っております。

また、企業年金の運用に携わる人事部の担当者に対しては各種研修への参加等により専門教育を実施し、アセットオーナーとしての資質の向上
に努めております。

【原則３－１　情報開示の充実】

（１）　企業理念・経営計画

様々なステークホルダーの期待に応え企業価値の向上や持続的な成長を図るため、企業理念や中期経営計画を定め、当社ウェブサイトで公開し
ております。

　・企業理念（パーパス・ビジョン・ミッション・バリュー）　　https://www.marubun.co.jp/corporate/philosophy/

　・中期経営計画　　https://www.marubun.co.jp/ir/management/management_plan/

（２）　コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

当社グループにおけるコーポレートガバナンスに関する基本的な枠組、方針を定めた「コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定し、当社ウェブ
サイトに掲載しておりますので、ご参照ください。

https://www.marubun.co.jp/ir/management/governance/

（３）　取締役の報酬決定方針と手続き

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等については、業務執行取締役としての職責・役割にふさわしく、また短期のみならず中長期的
な企業価値と業績の向上に資するような内容・水準とします。その額は、株主総会において決議された報酬枠の範囲内で、その役位や職務内容
と、対象期間の期待貢献度及び連結業績等を考慮し決定します。当該報酬の総額、報酬体系、算定方法の枠組みについては、社外取締役を構
成員とする指名・報酬委員会の助言・同意を得た上で、取締役会で決定します。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬については、指名・報酬委員会の助言・同意を得た上で、取締役会の決議により一任
を受けた代表取締役社長が決定します。なお譲渡制限付株式報酬に係る個人別の割当株式数の決定は、取締役会の決議によるものとします。

監査等委員である取締役の報酬については、株主総会において決議された報酬枠の範囲内で、独立性と中立性の確保の観点から担当する職務
内容等を考慮し監査等委員会で協議のうえ決定します。

（４）　取締役の選任・指名、解任の方針と手続き

取締役候補者は、当社の取締役会が定める選任基準に基づき、人格、見識、能力および経験・実績等を総合的に勘案し、当社の持続的な成長と
中長期的な企業価値の向上に資する者を選定しております。取締役に重大な法令・定款違反があった場合や取締役が選任基準の要件を欠くこと
が明確になった場合等は、当該取締役の解任を検討するものとしております。

取締役の選解任は、指名・報酬委員会の助言・同意を得た上で、取締役会で議案を決定し、株主総会に提案しております。

（５）　取締役候補の指名を行う際の個々の選任・指名についての説明

取締役候補者の個々の選任理由については、「株主総会招集ご通知および株主総会資料」の参考資料において開示しております。

詳細は当社ウェブサイトをご参照ください。

https://www.marubun.co.jp/ir/stock/general-meeting/

【原則３－１③　サステナビリティについての取組み】

（１）　サステナビリティについての取り組み

当社は、「テクノロジーで、よりよい未来の実現に貢献する」というパーパスのもと、エレクトロニクス分野を通じて、社会課題の解決に取組んでおり
ます。最新の製品や技術を世界中から発掘し、当社ならではのサービスやソリューションを付加して提供することで、お客様の満足度向上とより良
い社会の実現を目指しております。

当社におけるサステナビリティに関わる具体的な取り組みは、当社ウェブサイトに掲載しておりますのでご参照ください。

https://www.marubun.co.jp/sustainability/

（２）　マテリアリティの特定

持続可能な社会の実現と企業価値の向上に向けて、当社が優先的に解決すべき重要課題（マテリアリティ）を特定しています。今後はマテリアリ
ティに紐づく取り組み及び長期目線の状態目標（KGI）に基づく評価指標（KPI）の検討を進めるとともに、事業戦略とも融合するサステナビリティ経



営を推進してまいります。

マテリアリティの詳細は当社ウェブサイトをご参照ください。

https://www.marubun.co.jp/sustainability/materiality/

（３）　気候変動への対応

当社は、サステナビリティ委員会を設置し、気候変動への対応を含むサステナビリティに関わる方針や計画の策定、取り組みのモニタリングなどを
行っております。詳細は当社ウェブサイトに掲載しておりますのでご参照ください。

https://www.marubun.co.jp/sustainability/social-contributions/

（４）　人的資本や知的財産への投資について

人的資本については、当社の最大の財産である人材を『人財』と捉え、多様性、人格、個性を尊重し、いかなる差別も行わないことを企業行動憲章
として定め、心理的安全性の確保と向上を図りながら、社員一人ひとりが喜びと誇り、活力をもって働ける環境づくりに取り組んでいます。チーム
ワークを土台にしながら、性別や国籍を問わず、また新卒採用だけではなく、第２新卒採用や経験者採用などにより採用した多様な人材の登用を
継続して行うことで、お互いが刺激し合い、共に成長し、会社としての強みにつなげていきたいと考えています。また障がい者採用にも注力し、障
がいを有している方が自身の強みや持ち味を活かしながら、仕事に従事できる環境としくみを用意するように努めています。くわえて、業務執行取
締役および関連部門長を構成員とする人的資本戦略委員会を定期的に開催し、パーパス・経営戦略に連動した人的資本経営に関する諸施策を
協議・推進しています。

知的財産への投資等については、当社事業や取引契約の性格上、積極的には取り組んでおりませんが、必要に応じて投資を含めた知的財産の
取得を行っています。また知財紛争リスクの回避、低減に重点を置いた仕組みの整備にも取り組んでおります。

【補充原則４－１①　取締役会の役割・責務】

当社は定款において、取締役会の決議により重要な業務執行の決定を取締役に委任することができる旨を定めております。

監督と業務執行を分離し迅速な意思決定を行うため、法令および定款に定められた事項や株主総会の決議により委任された事項、その他経営上
の重要な事項については取締役会の決議事項としておりますが、その他の事項については社内規程に基づき取締役社長以下に権限を委任して
おります。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、会社法及び東京証券取引所が定める独立性に関する要件に加え、当社独自の独立性基準を以下のとおり定め、全ての要件を満たす場
合、十分な独立性を有しているものと判断しております。

　１．　現在および最近10年間において、当社および当社の子会社（以下、「当社グループ」という）の業務執行者でないこと

　２．　現在および最近３年間において、以下に掲げる者に該当しないこと

　　①　当社グループの取引先で、当社グループの年間取引金額が直近事業年度における当社の連結売上高の2％を超える会社の

　　　　 業務執行者

　　②　当社グループを取引先とし、当社グループとの年間取引金額が当該取引先の年間連結売上高の２％を超える会社の業務執行者

　　③　当社グループが借入れを行っている金融機関で、直近事業年度末の借入金残高が当社の連結総資産の２％を超える借入先の

　　　　 業務執行者

　　④　当社グループから役員報酬以外に年間１千万円を超える金銭その他の財産を得ている弁護士、公認会計士、税理士、コンサルタント

　　　　 等の専門家

　　⑤　当社の大株主（総議決権の10％以上の議決権を保有する者）またはその業務執行者

　　⑥　当社グループより、年間１千万円を超える寄付金を受領している団体の業務執行者

　　⑦　当社グループとの間で、役員を相互派遣している会社の業務執行者

　　⑧　上記①～⑦のいずれかに該当する者（但し業務執行取締役、執行役、執行役員もしくは部長格以上の業務執行者に限る）の配偶者

　　　　 または二親等以内の親族でないこと

　３．　現在および最近５年間において、当社グループの業務執行取締役、執行役員および部長格以上の業務執行者であった者の配偶者

　　　　 または二親等以内の親族でないこと

【原則４－１０①　指名委員会・報酬委員会の設置】

取締役の人事に関わる透明性・公正性を確保するため、取締役会の諮問機関として任意の「指名・報酬委員会」を設置し、多様性やスキルの観点
も含めた取締役の選任や解任、後継者計画ならびに取締役報酬の総額、報酬体系、算定方法の枠組みについて審議、助言を行っております。

取締役の選解任や取締役報酬を決定するに当たっての手続きについては、原則３－１（３）、（４）をご参照ください。

本委員会は、委員会の独立性・客観性を確保するため、委員の過半数を独立社外取締役で構成し、委員長は独立社外取締役の中から選任する
規定としております。現在は独立社外取締役４名で本委員会を構成しております。

【補充原則４－１１①　取締役会・監査の実効性確保のための前提条件】

取締役会は、経営戦略に照らして自らが備えるべき能力やジェンダー、国際性の面を含め、知識や経験、専門性の異なる多様な人材で構成する
との方針のもと、人格、見識、能力および経験・実績等を精査して取締役候補者を決定しております。また取締役会の規模は、自由闊達な議論と
効率的な運営が可能な員数を維持しております。なお独立社外取締役には社外での経営経験を有する者を含め選任しております。

各取締役が有する知識・経験・能力等のスキルにつきましては、本報告書「V その他　 【図２】 取締役のスキル・マトリックス」をご参照ください。

なお取締役の選任に係る方針・手続きについては、原則３－１（４）をご参照ください。

【補充原則４－１１②　取締役会・監査の実効性確保のための前提条件】

取締役の他の会社との兼任状況については、株主総会招集ご通知および株主総会資料に記載の事業報告および有価証券報告書にて開示して
おります。

2026年３月31日現在の兼職状況については、以下のURLをご参照下さい。

招集ご通知：https://www.marubun.co.jp/wp-content/uploads/2026/05/79_shosyu.pdf

　　　　　　　　（23頁をご参照ください。）



【補充原則４－１１③　取締役会・監査の実効性確保のための前提条件】

当社の取締役会は、その役割・責務を適切に果たすべく、取締役会の課題や改善点を洗い出し、取締役会の実効性を向上させることを目的に、
毎年、取締役会の実効性評価を実施しております。2025年度における取締役会の実効性評価は下記の通りです。

（１）　評価項目・プロセス

取締役会全体の実効性評価については、全ての取締役を対象に、①取締役会の規模・構成、②取締役会の運営状況、③取締役会のサポート体
制、④取締役の役割・責務、⑤指名・報酬委員会の運営について質問事項を設定し、定量的かつ定性的に評価を行うため、５段階のアンケート形
式と自由記載欄を組み合わせた書面による自己評価を実施し、その集計及び分析結果をもとに、取締役会で議論を行いました。

（２）　評価結果

取締役会の実効性に関するアンケートの評点は高い水準を維持しており、当社の取締役会は全体として適切に機能しており、実効性は確保でき
ていることを確認しました。特に、取締役会の規模・構成や開催頻度、社外取締役間で情報交換・認識共有を図る機会、外部の専門家の助言を得
る機会の確保、ならびにサステナビリティやコンプライアンス、リスク管理等に関する定期報告といった項目で高い評価を得ており、適切であること
を確認いたしました。

一方、指名・報酬および取締役の構成に関する議論の深化、審議プロセス・資料の改善と中長期を見据えた議論の拡充、取締役に対するトレーニ
ングの充実については、実効性のさらなる向上を図るため、課題認識および改善の必要性を共有いたしました。今後も、抽出された課題に対して
対応・改善を図ることで、取締役会における議論の一層の活性化と充実化に取り組んでまいります。

【補充原則４－１４②　取締役・監査役のトレーニング】

当社は、取締役がその役割・責務を適切に果たせるよう、適宜、法改正や経営課題に関する情報の提供や研修会の開催を実施しております。ま
た社内取締役に対しては、就任時に社外講習により会社法やコーポレートガバナンスなど、取締役の職務を遂行するために必要な知識習得の機
会を提供しております。新任の社外取締役に対しては、就任の際に、当社の事業に係る説明の場を設け、就任後も当社への理解を深めていただ
く機会を提供しております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

（１） 株主・投資家との建設的な対話に関する基本方針

当社は、株主や機関投資家との建設的な対話を促進するため、次の通り方針を定め実践しております。

　１．　株主や機関投資家との対話全般については社長が統括し、経営企画部および総務部が窓口となり適切に対応いたします。

　２．　経営企画部および総務部は、財務経理部をはじめとした関連部門と適宜連携を図ります。

　３．　機関投資家向け決算説明会を定期的に実施し、また株主通信や当社ウェブサイトでの情報提供の充実に取り組みます。

　４．　対話により得られた意見等については、経営企画部がとりまとめ、定期的に取締役会にフィ－ドバックを行います。

　５．　インサイダ－情報については、情報開示方針および内部情報管理規程に従い厳重に管理し、決算発表日前の２週間をＩＲ・ＳＲ活動の

　　　 沈黙期間に設定し、フェアディスクロ－ジャ－を徹底いたします。

　６．　当社は株主との建設的な対話の充実を図るため、毎年３月末日および９月末日の株主名簿における株主の分布状況について把握する

　　　　とともに、必要に応じ実質株主判明調査を行います。

（２）株主・投資家との対話

2025年度は、2025年５月および11月に、オンラインによる決算説明会を実施しました。決算の概要や通期の業績予想、中期経営計画の取り組み
状況について、説明を行いました。また年間を通じて、国内外のファンドマネージャーやバイサイドアナリストと面談を行い、エレクトロニクス市場の
動向や中期経営計画の進捗状況、サステナビリティ活動の取り組み状況、配当方針などについて説明を行い、意見交換しました。今後も情報開
示の一層の充実を図りながら、積極的にコミュニケーションを図ってまいります。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 有り

アップデート日付 2025年11月14日

該当項目に関する説明

　当社では、当社株式に対する評価指標のひとつである株価純資産倍率（PBR）の向上を意識し、エクイティ・スプレッド（株主資本利益率（ROE）-
株主資本コスト（CoE））の拡大に向けた諸施策を展開しております。

　具体的には、持続的な企業価値向上に向けた経路として、「ROE９％以上の安定確保」と効果的な「財務施策の実行」と「非財務施策の展開」を
通じて、結果としてのPBR１倍超の達成を目指すべく、以下の取り組みを推進します。

1. ROE９%以上の安定確保

　中期経営計画「丸文 Nextage 2027」に基づき、１株あたり利益（EPS）の持続的成長を図るべく、効果的な事業戦略展開と効率的な事業資産配分

（アセットアロケーション）を通じ、ROE９％以上の達成を目指します。

２.　財務施策の実行

　安定的な株主還元を推進するとともに、内部留保は非連続成長に向けた成長投資機会の追求、業務インフラ投資、人的資本投資などに効率的
かつ戦略的に活用しつつ、適正な財務レバレッジ水準も管理します。

３. 非財務施策の展開

　経営の透明性を高め、当社の強みや取り組みへの理解を深めていただくことで、株主資本コスト（株主期待利回り）が低減できることを目指しま
す。具体的には、実効性あるコーポレート・ガバナンス基盤の下、レスポンシブル・ビジネスの推進として、サステナビリティ経営の深化に努めつ



つ、各種の広報活動（IR・SR・PR活動）を通じたステークホルダー・エンゲージメントの向上に努めます。

＜開示資料＞

　詳細につきましては、当社ウェブサイトに掲載している下記の開示資料をご参照ください。

　・2025年11月14日開示「持続的な企業価値の向上に向けて（2025年度アップデート）」

　（https://www.marubun.co.jp/wp-content/uploads/2025/11/20251114_irrelease.pdf）

　・統合報告書2025

　（https://www.marubun.co.jp/wp-content/uploads/2025/08/MarubunReport2025.pdf）

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

ARROW ELECTRONICS, INC. 590000（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 2,350,100 8.96

一般財団法人　丸文財団 2,304,400 8.78

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,998,500 7.62

株式会社干葉パブリックゴルフコース 1,399,026 5.33

合同会社堀越 1,200,000 4.57

堀越毅一 1,007,400 3.84

INTERACTIVE BROKERS LLC（常任代理人　インタラクティブ・ブローカーズ証券株式会社） 635,000 2.42

堀越百子 602,400 2.30

株式会社三菱UFJ銀行 479,220 1.83

丸文社員持株会 454,516 1.73

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

【大株主の状況】について

大株主の状況は、2026年３月31日現在の状況です。

なお、大株主の状況に記載の他に、当社が保有する自己株式1,808,258株があります。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

柿沼幸二 公認会計士 △

木曽川栄子 他の会社の出身者

茂木義三郎 他の会社の出身者 △ △

八木克眞 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

柿沼幸二 ○ ○

同氏は、2019年６月まで、取引先である有
限責任あずさ監査法人の業務執行者であ
りました。その後、当社と取引関係のない
会計事務所の代表をしており、一般株主
と利益相反が生ずる恐れがないと判断し
ております。

同氏は、当社社外取締役に就任以来、公認会
計士として高度な専門知識や豊富な経験に基
づき、当社の経営や取締役会の機能強化につ
いて公正かつ客観的立場で適宜発言を行うな
ど、適切な役割を果たしていただいているた
め、社外取締役（監査等委員）として選任してお
ります。

また当社グループは、同氏及び同氏の兼職先
との間に特別の関係はなく、当社が定める社外
取締役の独立性判断基準要件を満たしている
ため、一般株主と利益相反が生ずる恐れがな
いと判断し、独立役員に指定しております。

木曽川栄子 ○ ○ 該当事項はありません。

同氏は、当社社外取締役に就任以来、金融機
関の部門責任者や事業法人の経営者として豊
富な経験や知見を有しており、当該知見を活か
して、特に当社の経営や取締役会の機能強化
について公正かつ客観的立場で適宜発言を行
うなど、適切な役割を果たしていただいている
ため、社外取締役（監査等委員）として選任して
おります。

また当社グループは、同氏及び同氏の兼職先
との間に特別の関係はなく、当社が定める社外
取締役の独立性判断基準要件を満たしている
ため、一般株主と利益相反が生ずる恐れがな
いと判断し、独立役員に指定しております。

茂木義三郎 ○ ○

同氏は、2002年６月まで、取引金融機関
である東京三菱銀行（現：三菱UFJ銀行）

の業務執行者でありました。また、2011年
６月まで、取引先であるオムロン株式会社
の業務執行者でありました。その後、当社
と取引や寄付の関係がない複数の財団法
人および社団法人の理事や評議員等を歴
任しており、一般株主と利益相反が生ず
る恐れがないと判断してお ります。

同氏は、当社社外取締役に就任以来、金融機

関や事業法人等の経営者として豊富な経験や

知見に基づき、当社の経営や取締役会の機能
強化について公正かつ客観的な立場で適宜発
言を行うなど、適切な役割を果たしていただい
ているため、社外取締役（監査等委員）として選
任しております。

また当社グループは、同氏との間に特別の関
係はなく、当社が定める社外取締役の独立性
判断基準要件を満たしているため、一般株主と
利益相反が生ずる恐れがないと判断し、独立
役員に指定しております。

八木克眞 ○ ○

同氏は、2025年６月まで、取引先である倉
敷紡績株式会社の業務執行者でありまし
た。同社との年間取引額は当社の年間売
上高の２%に満たない僅少なものであるこ
とから、一般株主と利益相反が生ずるお
それがないと判断しております。

同氏は、上場企業における技術担当役員とし
て豊富な経験や知見を有しており、当該知見を
活かして、特に当社の経営上の意思決定や経
営の監督機能について、公正かつ客観的立場
で多様な視点から有益な助言・提言をいただく
ことを期待できると判断し、社外取締役（監査
等委員）として選任しております。

また当社グループは、同氏との間に特別の関
係はなく、当社が定める社外取締役の独立性
判断基準要件を満たしているため、一般株主と
利益相反が生ずる恐れがないと判断し、独立
役員に指定しております。



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 4 0 0 4 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を補助する機関として監査等委員会事務局を設置しております。

監査等委員会事務局は、監査等委員会及び監査等委員がその職務の遂行上必要とする事項について、監査等委員の指示に従い職務を行いま
す。

また監査等委員会事務局に所属する使用人の人事異動、人事評価及び懲戒については監査等委員会に報告の上、監査等委員会の意見を尊重
して決定しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、内部監査を行う監査部と定期及び必要に応じて会合を持ち、内部監査方針や監査計画及び監査結果について意見交換を行っ
ております。

また監査等委員会は、会計監査人である監査法人と定期及び必要に応じて会合を持ち、会計監査の計画及び結果について報告を受け、その報
告に基づき、財務諸表監査並びに内部統制監査の結果について検証を行っております。

監査部は、監査法人と定期的及び必要に応じて随時会合を持ち、内部監査の状況、会計監査の状況について意見交換を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 0 4 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 0 4 0 0
社外取
締役

補足説明

指名・報酬委員会は随時開催しており、多様性やスキルの観点も含めた取締役の選任や解任、後継者計画ならびに取締役報酬の総額、報酬体
系、算定方法の枠組みについて審議、助言を行っております。なお、2025年度は指名・報酬委員会を５回開催いたしました。

取締役の選解任や取締役報酬を決定するに当たっての手続きについては、原則３－１（３）、（４）をご参照ください。

本委員会は、委員会の独立性・客観性を確保するため、委員の過半数を独立社外取締役で構成し、委員長は独立社外取締役の中から選任する
規定としております。現在は独立社外取締役４名で本委員会を構成しております。



【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、会社法及び東京証券取引所が定める独立性に関する要件に加え、当社独自の独立性基準を以下のとおり定め、全ての要件を満たす場
合、十分な独立性を有しているものと判断しております。

１．現在および最近10年間において、当社および当社の子会社（以下、「当社グループ」という）の業務執行者でないこと

２．現在および最近３年間において、以下に掲げる者に該当しないこと

　①当社グループの取引先で、当社グループの年間取引金額が直近事業年度における当社の連結売上高の２％を超える会社の業務執行者

　②当社グループを取引先とし、当社グループとの年間取引金額が当該取引先の年間連結売上高の２％を超える会社の業務執行者

　③当社グループが借入れを行っている金融機関で、直近事業年度末の借入金残高が当社の連結総資産の２％を超える借入先の業務執行者

　④当社グループから役員報酬以外に年間１千万円を超える金銭その他の財産を得ている弁護士、公認会計士、税理士、コンサルタント等の

　　 専門家

　⑤当社の大株主（総議決権の10％以上の議決権を保有する者）またはその業務執行者

　⑥当社グループより、年間１千万円を超える寄付金を受領している団体の業務執行者

　⑦当社グループとの間で、役員を相互派遣している会社の業務執行者

　⑧上記①～⑦のいずれかに該当する者（但し業務執行取締役、執行役、執行役員もしくは部長格以上の業務執行者に限る）の配偶者または

　　 二親等以内の親族でないこと

３．現在および最近５年間において、当社グループの業務執行取締役、執行役員および部長格以上の業務執行者であった者の配偶者または

　　二親等以内の親族でないこと

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、固定報酬（本給、役割給）、業績連動報酬（業績給）および株式報酬（譲渡制限付株式報酬）
から構成し、監査等委員である取締役の報酬は固定報酬（本給のみ）の構成としております。

業績連動報酬は、前事業年度の会社業績に連動して定める報酬で、取締役の総報酬に占める業績連動報酬の割合は、当社の業績に応じて取
締役の総報酬に占める業績連動報酬の割合が変動する仕組みとしております。業績連動報酬の算出に用いる指標は、当社の取引通貨における
外貨割合が高いことを考慮し、為替差損益も反映した利益項目である「連結経常利益額」としております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2025年３月期における役員区分ごとの報酬等の総額、種類別の内訳及び対象となる役員の員数は次の通りです。

役員区分　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　員数　　　報酬等の総額　　　報酬等の種類別の総額（固定報酬、業績連動報酬、非金銭報酬）

取締役（監査等委員と社外取締役を除く）　　　　　 ６名　　　　185百万円　　　　　（ 121百万円，48百万円，15百万円 ）

社外取締役（監査等委員）　　　　　　　　　　　　　　 ５名　　　　 36百万円　　　　　（ 36百万円，　　　－　　 ，　 －　 ）



（注）

１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．当事業年度末日現在の取締役は９名（うち社外取締役４名）であります。

３．取締役の報酬等の額は、2015年６月26日開催の第68回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く）について年額400百
万円以内（使用人分給与は含まない）と決議しております。また2025年６月26日開催の第78回定時株主総会において、上記の報酬とは別枠で、取
締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対して譲渡制限付株式を付与するために支給する金銭債権の総額を年額100百万円
以内、発行または処分する当社の普通株式の総数の上限を年10万株とすることを決議しております。

４．監査等委員である取締役の報酬等の額は、2015年６月26日開催の第68回定時株主総会において、年額100百万円以内と決議しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等については、業務執行取締役としての職責・役割にふさわしく、また短期のみならず中長期的
な企業価値と業績の向上に資するような内容・水準とします。その額は、株主総会において決議された報酬枠の範囲内で、その役位や職務内容
と、対象期間の期待貢献度及び連結業績等を考慮し決定します。当該報酬の総額、報酬体系、算定方法の枠組みについては、社外取締役を構
成員とする指名・報酬委員会の助言・同意を得た上で、取締役会で決定します。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬については、指名・報酬委員会の助言・同意を得た上で、取締役会の決議により一任
を受けた代表取締役社長が決定します。なお譲渡制限付株式報酬に係る個人別の割当株式数の決定は、取締役会の決議によるものとします。

監査等委員である取締役の報酬については、株主総会において決議された報酬枠の範囲内で、独立性と中立性の確保の観点から担当する職務
内容等を考慮し監査等委員会で協議のうえ決定します。

【社外取締役のサポート体制】

取締役会の開催に際しては、取締役会事務局である経営企画部から社外取締役に資料を事前配布し、必要に応じて議案の説明を行っておりま
す。監査等委員会については、監査等委員会事務局を設置し、監査等委員の指示のもと、職務を補助しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

堀越毅一 名誉会長
取引先との関係維持、社会貢献活
動

非常勤、報酬有 2003/03/31 1年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

名誉会長を含め、相談役・顧問の選解任につきましては、取締役会の決議事項となっております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要

当社は「監査等委員会設置会社」の形態を選択し、以下の機関を設置しております。

(取締役会)

取締役会は、社外取締役である監査等委員４名を含め取締役９名で構成しております。

原則として毎月１回及び必要に応じて随時開催し、法令及び定款で定められた事項や取締役会規則で規定された経営に係る重要事項を審議し、
また業務執行取締役から職務の執行状況について報告を受けております。

(監査等委員会)

監査等委員会は、社外取締役である監査等委員４名で構成しております。

原則として３ヶ月に１回以上及び必要に応じて随時開催し、取締役の職務の執行状況の監査のほか計算書類等の監査、監査報告の作成等の職
務を担っており、監査等委員会で決定した監査方針、監査計画に従い、内部監査部門や会計監査人等と連携して監査を実施しております。



(経営会議)

経営会議は、社長をはじめとする業務執行取締役５名で構成しております。

原則として月１回及び必要に応じて随時開催しており、当社の経営の基本方針や経営計画、その他経営に関する重要事項の検討並びに取締役
会での決議事項の事前審議を行っております。

(指名・報酬委員会)

指名・報酬委員会は、社外取締役である監査等委員４名で構成しております。

随時開催しており、取締役の人事に関わる透明性・公正性を確保するため、多様性やスキルの観点も含めた取締役の選任や解任、後継者計画な
らびに取締役報酬の総額、報酬体系、算定方法の枠組みについて審議、助言を行っております。

(内部統制委員会)

内部統制委員会は、業務執行取締役５名及び内部統制に関わる部門長５名で構成しております。

原則として２ヶ月に１回及び必要に応じて随時開催しており、内部統制システムの整備・運用状況の監視を行っております。

また監査等委員会には、構成員である監査部長から監査等委員会事務局長を通じて、監査等委員会に内部統制システムの整備状況が定期的に
報告されております。

(サステナビリティ委員会)

サステナビリティ委員会は、業務執行取締役５名及びサステナビリティ活動に関わる部門長５名で構成しております。

原則として半年に１回及び必要に応じて随時開催し、サステナビリティ活動の方針・目標の設定、運用状況の監視を行います。

(人的資本戦略委員会)

人的資本戦略委員会は、業務執行取締役５名及び部門長３名で構成しております。

原則として２か月に１回及び必要に応じて随時開催し、人的資本経営に関する事項の協議、監督、モニタリングならびに関連施策の推進支援を通
じて、パーパスおよび経営戦略に連動した人的資本戦略を構築・推進しております。

（内部監査部門）

当社における内部監査に関する業務は監査部が担当しております。監査部は７名のスタッフで構成しており、「内部監査規程」に基づき、各部門の
業務監査並びに会計監査を組織的かつ計画的に実施し、その監査結果を社長及び監査等委員会に報告しております。

（会計監査人）

会計監査を行う監査法人の体制は次の通りです。

　　監査法人の名称　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

　　業務を執行した公認会計士　　　指定有限責任社員　業務執行社員　奥見 正浩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　指定有限責任社員　業務執行社員　葛西 信彦

　　監査業務に係る補助者の構成　公認会計士６名、その他24名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、取締役会の監督機能をより一層強化することに加え、監督と業務執行を分離し迅速な意思決定を行うため、社外取締役が過半数を占め
る監査等委員会を設置した監査等委員会設置会社の体制を採用しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
電子提供措置により、発送に先立って2026年５月29日に、当社および東京証券取引所の
ウェブサイトに株主総会招集通知を掲載いたしました。

定時株主総会開催日（2026年６月25日）の20日前（2026年６月５日）に発送いたしました。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットを通じた議決権の行使が可能となっております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
株主総会参考書類の英語版を、当社および東京証券取引所のウェブサイトに掲載してお
ります。



２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ウェブサイトにおいて「情報開示方針」を掲載しておりますので、ご参照く
ださい。

https://www.marubun.co.jp/ir/management/disclosure/

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

本決算、第２四半期決算発表後に、アナリストおよび機関投資家向けにオンラ
インでの決算説明会を開催しております。決算説明会には代表取締役社長、
財務部門および事業部門のトップが出席し、説明ならびに質疑応答を行ってお
ります。

あり

IR資料のホームページ掲載

適時開示した資料は原則として開示した当日に当社ウェブサイトに掲載してお
ります。

https://www.marubun.co.jp/info/ir/

ウェブサイトには適時開示資料のほか、決算説明会資料、決算説明動画 、有

価証券報告書、統合報告書、株主総会招集通知および決議通知、エクセル
ファイルによる過去からの決算データ等を提供しております。

また、英語版ウェブサイトでは決算短信等の英訳資料を掲載し、海外の投資家
の皆様への情報提供に努めております。

IRに関する部署（担当者）の設置
適時開示や決算説明会の開催などのIR活動については経営企画部、株式事
務については総務部が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、株主や取引先、社員など様々なステークホルダーの期待に応えるため、「企業行
動憲章」および「行動規範」において、企業倫理を徹底し、良き企業市民としての社会貢献
や地球環境の保全、顧客満足の向上、適切なリスク管理ならびに人権の尊重に努めるとと
もに、適時適切な情報提供を行うことを定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、「テクノロジーで、よりよい未来の実現に貢献する」というパーパスのもと、エレクト
ロニクス分野を通じて、社会課題の解決に取組んでおります。最新の製品や技術を世界中
から発掘し、当社ならではのサービスやソリューションを付加して提供することで、お客様の
満足度向上とより良い社会の実現を目指しております。

当社におけるサステナビリティに関わる具体的な取組みは、当社ウェブサイトに掲載してお
りますのでご参照ください。

https://www.marubun.co.jp/sustainability/

事業活動を通じたサステナビリティへの取組みについては、SDGsやパリ協定などの枠組
みを参考にして、当社が取引先に提供するソリューションやサプライチェーンなどの当社の
機能ごとに今後検討いたします。また気候変動への対応についても、開示の質と量の充実
に取り組んでおります。

CSR活動については、当社グループ共通の企業活動の基本姿勢を示した「企業行動憲章」
および「行動規範」を定め、グループ内への周知・徹底と実践に取り組んでおります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「企業行動憲章」および「行動規範」において、自らの活動を適時適切に情報提供・開示を
行う旨定めております。また、情報開示の基準の方針、開示方法について定めた「情報開
示方針」を制定しております。



その他

当社は、「企業行動憲章」および「行動規範」において、人権、人格および従業員の多様性
を尊重し、多様な人材が個々の能力を十分に発揮できる環境を構築する旨を定めておりま
す。

また、社員が仕事と家庭を両立し、継続して働くことができるように、育児・介護休暇取得制
度では法定を上回る期間を定め、さらに短時間勤務制度を導入することで、育児や介護に
取り組んでいる社員を支援し、活躍の場を提供しております。

少子化・高齢化が進み、労働人口が減少する中で、社員が仕事と家庭を両立するための
支援や職能開発による人材育成などの取組みを通じて、人材の確保や生産性の向上を図
りながら働きがいや生きがいが実感できる新たな働き方としての「ワーク・ライフ・バランス」
の推進に取り組んでおります。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、以下のとおり内部統制システム構築の基本方針を定め、体制の整備に取り組んでおります。

（１）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・取締役および使用人が法令および定款を遵守し、倫理観をもって活動するために、各人が取るべき行動の基準を示した「企業行動憲章」および
「行動規範」を定めます。

・社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、内部統制全般およびコンプライアンス、リスク管理等に関わる基本方針の審議ならびに管理統轄
を行います。

・コンプライアンスを主管する部署として法務部を設置し、「行動規範」や関係法令に基づく活動が適正に行われるための教育・指導を行います。

・不正・違法・反倫理的行為に関して従業員等が直接報告・相談できる通報窓口を設置し、「内部通報規程」に基づき運用を行います。

・反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、反社会的勢力からの不当要求・妨害行為に対しては、警察や弁護士と連携し、毅然とした態度で臨みま
す。

・監査等委員は、当社の法令遵守体制に問題があると認めるときは、業務執行取締役に対し助言または勧告を行います。

・内部監査部門として執行部門から独立した監査部を設置します。

　監査部は「内部監査規程」に基づき、内部監査を行い、その結果を社長および監査等委員会に対して報告します。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・株主総会および取締役会、経営会議等の重要な会議の意思決定に関わる記録や「職務権限規程」に基づき各取締役が決裁した文書、その他取
締役の職務執行に係る情報を、「文書管理規程」に基づき適切に保存、管理し、取締役が随時閲覧可能な状態を維持します。

・情報の管理については、「情報セキュリティ管理規程」に基づき適切に管理し、情報資産を保護します。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・リスク管理の基礎として「リスク管理規程」を制定し、適切にリスクを管理するための体制を整備します。

・経営企画部が全社のリスク管理活動をとりまとめ、個々のリスクについては、各担当部署において規程やマニュアル等を整備し、運用します。

・重大なリスクが顕在化したときは、「危機管理規程」に基づき、対策本部を設置し、損失の拡大を防ぐよう迅速かつ適切に対処します。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会を原則月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催し　、執行
決定を行います。

・当社の経営の基本方針および経営戦略に関わる重要事項については、社長をはじめとする複数の業務執行取締役によって構成される経営会
議において審議を行います。経営会議は原則月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催します。

・取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌規程」および「職務権限規程」において、それぞれの責任者およびその責任と権限を
定め、効率化を図ります。

・年度予算を策定し、取締役会はこれに基づく業績管理を行い、適正かつ効率的に経営活動を行います。

（５）当社ならびに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・グループ全体に適用する「企業行動憲章」を定め、企業集団としての業務の適正を確保するとともに法令および定款の遵守を徹底します。

・グループの内部統制を管理統轄する担当取締役を選任し、改善を推進します。

・子会社の経営管理については、「関係会社管理規程」に基づき、当社への決裁・報告制度による管理を行います。

・各子会社において年度予算を策定し、定期的に予算と実績との差異分析を行うことにより管理統制を行います。

・コンプライアンス・リスク管理体制については、子会社各社の状況に応じて体制を整備し、個々のリスクに対する対応策を検討、実施します。

・子会社各社は、定期的に取締役会を開催するほか、業務執行については、「業務分掌規程」や「職務権限規程」等の規程において、それぞれの
責任者およびその責任と権限を定めて職務の効率化を図ります。また、株主総会や取締役会等の重要な会議の議事録や決裁した文書など取締
役の職務の執行に係る情報は、「文書管理規程」や「情報セキュリティ管理規程」等の規程に基づき適切に保存、管理します。

・監査等委員は、子会社の監査役と連携し、必要に応じて子会社の業務および財産の状況を調査します。

・当社監査部は、「内部監査規程」に基づき子会社の内部監査を実施します。

（６）監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項並びに当該取締役および使用人に対する指示の実行性の確保および
取締役からの独立性に関する事項

・監査等委員会の職務を補助する組織として監査等委員会事務局を設置し、監査等委員会の求めに応じ、その職務を補助する使用人を配置しま
す。

・監査等委員会事務局は、監査等委員会および監査等委員がその職務の遂行上必要とする事項について、監査等委員の指示に従い職務を行い
ます。

・監査等委員会事務局に所属する使用人の人事異動、人事評価および懲戒については監査等委員会に報告の上、監査等委員会の意見を尊重し
て決定します。

（７）監査等委員会への報告に関する体制および監査等委員会に報告をした者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保



するための体制

・取締役および使用人は、重大な法令・定款違反もしくは不正行為の事実、または会社に著しい損害を及ぼす事実が発生したときまたは発生する
恐れのある事実を発見したときは、直ちに監査等委員会に報告を行います。また、監査等委員会は必要に応じいつでも取締役および使用人に対
し報告を求めることができるものとします。

・監査等委員会は「監査等委員会監査基準」に基づき内部統制システムの構築・運用状況について定期的に報告を受け、また重要な意思決定の
過程および業務の執行状況を把握するため、監査等委員は取締役会その他重要な会議に出席し、関係文書を閲覧できるものとします。

・当社および子会社の取締役および使用人が通報・相談をすることができる通報窓口を設置します。また、その内容が法令・定款違反等の恐れの
ある場合には、通報窓口責任者が監査等委員会に報告します。

・「内部通報規程」において、内部通報窓口に通報した者が解雇その他の不当な取り扱いを受けないことを定め、運用の徹底を図ります。

・監査部は、監査計画および実施した内部監査の結果を監査等委員会に報告します。

（８）監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査等委員会と代表取締役社長は定期的に意見交換を行います。

　また、監査等委員会と監査部および会計監査人は定期的および必要に応じて会合を持ち、監査の実効性の向上を図ります。

・監査等委員会または監査等委員が、その職務の遂行上必要な費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、会社は速やかに当該費用また
は債務を処理します。

（９）財務報告の信頼性を確保するための体制

当社グループは、財務報告の信頼性確保および金融商品取引法に定める内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、「財務報告に係る内
部統制管理規程」を定め、内部統制システムを整備し、運用する体制を構築します。また、その有効性を定期的に評価し、必要な是正・改善を行う
ことで、金融商品取引法およびその他関係法令等との適合性を確保します。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、「企業行動憲章」において、反社会的勢力の排除を定めており、全ての役員及び社員に対し、周知徹底を図っております。また「企業行動
憲章」で誠実で透明な経営の徹底を定めており、コンプライアンスを徹底することで、反社会的勢力に屈することのない健全な経営を実践しており
ます。

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社では、平素より、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等と緊密な連携関係を構築し、情報の収集に努めております。また、反社会的勢
力による書籍購入や寄付、会費などの要求などの接触や不当要求、妨害行為などが発生した場合には、不当要求防止責任者である総務部長が
中心となって、弁護士や警察と連携しながら、毅然とした態度で対応しております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

当社は、2024年６月26日開催の株主総会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的に「当社株券等の
大量買付がなされた場合の対応策（以下「本プラン」といいます。）」の継続を決議いたしました。

上場会社である当社の株式は、株主の皆様及び投資家の皆様による自由な取引に委ねられているため、会社の支配権の移転を伴う当社株券等
の大量買付けに応じるか否かの判断も、最終的には株主の皆様全体の意思に基づいて行われるべきものと考えております。しかしながら、事前
に当社取締役会の賛同を得ずに行われる当社株券等の大量買付けの中には、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を棄損するお
それをもたらすものも少なくないと想定されます。当社は、大量買付けが行われる際に、株主の皆様が買付提案に応じるべきか否かを適切に判断
するための情報の収集と取締役会の意見形成のための必要十分な時間の確保が必要と考えております。

本プランはあらかじめ当社取締役会の同意を得ずに当社株式の20％以上の取得を目的とする大量買付者に対し、①事前の十分な情報提供、②
取締役会による買付提案についての評価・検討・意見形成・代替案作成のための検討期間を確保し、当該検討期間中は大量買付行為を行わな
いこと、というルール（以下「大量買付ルール」といいます。）の遵守を要請するものです。大量買付ルールに従わない大量買付行為がなされる場
合や、大量買付ルールに従っている場合であっても当該大量買付行為が当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を棄損するものであ
ると判断される場合には、大量買付行為に対する対抗措置として、新株予約権の無償割当てその他相当と認められる対抗措置を発動いたしま
す。

本プランの詳細につきましては、「第77回定時株主総会招集ご通知」の参考書類に記載しております。

当社ウェブサイトに掲載しておりますのでご参照ください。

https://www.marubun.co.jp/ir/stock/general-meeting/



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

１．適時開示に係る当社の基本姿勢

当社は、グループ会社に共通適用する企業行動原則として「企業行動憲章」を制定しており、その中で、誠実で透明な経営を行い、自らの活動

を適時・適切に開示する旨を定めております。また、「企業行動憲章」に基づき役員・社員の行動基準を定めた「行動規範」においては、ステークホ
ルダーに対して適切に情報提供・開示を行い、IR活動を通じて社会との双方向のコミュニケーションを促進する旨を規定しております。

当社は、上記方針のもと、積極的かつ公平な情報開示に努めております。

２．適時開示に係る社内体制

当社の適時開示に係る社内体制は、「内部情報管理規程」において以下のとおり重要な会社情報（内部情報）の管理に関する責任者および担

当部署を規定し、運用しております。

（１）統括責任者（「適時開示規則」に定める情報取扱責任者）

管理本部長を統括責任者とし、内部情報に関わる業務の管理統括を行っております。

（２）内部情報管理責任者

経営企画部長を内部情報管理責任者とし、統括責任者の指示を受けて適時開示に関わる実務および開示資料の管理を行っております。

（３）内部情報管理者

重要事実の事項ごとに担当部を規定し、内部情報の収集および管理を行っております。

（４）開示までの手続き

ア．情報の収集

内部情報の収集は内部情報管理者が行い、内部情報および内部情報に該当すると思われる事実が発生した場合には、内部情報管理責任者

に報告を行います。

内部情報管理責任者である経営企画部長は取締役会事務局も担当しており、必要な情報はすべて経営企画部長に集約される仕組みとしてい

ます。

イ．適時開示の判定

内部情報管理責任者は、内部情報管理者からの報告内容を確認し、適時開示の要否の判定を行い、統括責任者に報告します。

ウ．公表

　a.決定事実・決算情報

　適時開示が必要な決定事実および決算情報については、経営会議および取締役会に付議され、機関決定後遅滞なく開示を行います。

　b.発生事実

　発生事実については、統括責任者が社長への報告を行った上で遅滞なく開示を行います。

（５）情報開示の方法

情報開示は、東京証券取引所の適時開示情報伝達システム（TDnet）を通じて行っております。

また、開示資料につきましては公表後、速やかに当社ウェブサイトに掲載するよう努めております。



【図１】 当社のコーポレートガバナンス体制 および 内部統制システムの概要図 (2026年4月1日現在)

【図２】 取締役のスキル・マトリックス (2026年6月25日現在)
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